
土砂災害防止法の改正

近年の水災害が激甚化・頻発化している事を踏まえ、令和３年７月１５日に「土砂

災害防止法」が改正されました。今回の改正では「第八条の二」（要配慮者利用施設の

所有者等に対し、市町村へ避難訓練結果を報告する事など）が追記されています。 

【土砂災害防止法の関連条文の抜粋】 

（警戒避難体制の整備等） 

第八条 市町村防災会議（災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第十

六条第一項の市町村防災会議をいい、これを設置しない市町村にあっては、当該市

町村の長とする。次項において同じ。）は、前条第一項の規定による警戒区域の指定

があったときは、市町村地域防災計画（同法第四十二条第一項の市町村地域防災計

画をいう。以下この条において同じ。）において、当該警戒区域ごとに、次に掲げる

事項について定めるものとする。 

一 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に

関する事項 

二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

三 災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練として市町村長が行う土砂災害

に係る避難訓練の実施に関する事項 

四 警戒区域内に、要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主

として防災上の配慮を要する者が利用する施設をいう。以下同じ。）であって、

急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施

設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められ

るものがある場合にあっては、当該要配慮者利用施設の名称及び所在地 

五 救助に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するために必要

な警戒避難体制に関する事項 

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に

掲げる事項を定めるときは、当該市町村地域防災計画において、急傾斜地の崩壊等

が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利用している者の円滑

かつ迅速な避難を確保するため、同項第一号に掲げる事項として土砂災害に関する

情報、予報及び警報の伝達に関する事項を定めるものとする。 

３ 警戒区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画に基づき、国土交

通省令で定めるところにより、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊

等が発生するおそれがある場合における避難施設その他の避難場所及び避難路そ

の他の避難経路に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難を確保する

上で必要な事項を住民等に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布

その他の必要な措置を講じなければならない。 



（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 

第八条の二 市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用

施設の所有者又は管理者は、当該計画で定めるところにより、急傾斜地の崩壊等が

発生するおそれがある場合における当該施設を利用している者の円滑かつ迅速な

避難の確保のための訓練を行うとともに、その結果を市町村長に報告しなければな

らないものとすること。 

２ 市町村長は、１の規定により報告を受けたときは、当該施設の所有者又は管理者

に対し、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該施設を利用し

ている者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言又は勧告をするこ

とができるものとすること。 

３ 市町村長は、第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計

画を作成していない場合において、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合

における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を

図るため必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に

対し、必要な指示をすることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の要配慮者利用施設の所有者

又は管理者が、正当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表

することができる。 

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定める

ところにより、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における同項の要配

慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行わ

なければならない。 

 ※   改正箇所 


